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１.はじめに 

 地域の保育施設計画を評価する上では，各保育所

の入所状況だけでなく，保育所利用者の施設選択行

動を考慮することが重要である． 

 筆者らはこれまで，自治体が公開している保育所

入所状況データにハフモデル（Huff, 1963）を適用し，

施設選択の観点から各保育所の「魅力度」の推定を

試みた（増喜・沖，2020）． 

 本稿では，前稿（増喜・沖，2020）の分析手法を

再検討し，まず，自治体が公開する保育所入所状況

データをもとに，保護者の保育所選択行動を記述す

るモデルを構築する．次に，モデルのパラメータを

推定し，保育所の施設属性や立地条件が利用者の選

択行動に与える影響を定量化する．さらに，構築し

た保育所選択行動モデルを検証し，その有用性や特

性を示す． 

 

２.保育所選択行動モデルの構築 

2.1. モデル構築の流れ 

 まず，斉藤ら（2017）の手法を参考に，ハフモデ

ルを用いた収束計算によって，居住地𝑖の利用者が保

育所𝑗を選択する確率𝑃$%
&'((

を逆推定する．次に，求

めた確率𝑃$%
&'((

を積乗型競合相互作用（MCI）モデル

（Nakanishi and Cooper, 1974）の目的変数とし，保育

所の施設属性や立地条件に関する説明変数のパラ

メータを，対数線形変換により推定する． 

2.2. ハフモデルによる保育所選択確率の逆推定 

 ハフモデル（Huff, 1963）では，居住地𝑖から保育所

𝑗を利用することで得られる効用𝑢$%
&'((

は，保育所𝑗の

「魅力度」𝑊%，および，居住地𝑖から保育所𝑗までの

距離𝑑$%に依存する距離抵抗関数𝑓(𝑑$%)を用いて表さ

れる（式 1）． 

𝑢$%
&'(( = 𝑊%	𝑓1𝑑$%2 (1) 

このとき，居住地𝑖から保育所𝑗が選択される確率

𝑃$%
&'((

は効用の割合として表される（式 2）． 

𝑃$%
&'(( =

𝑢$%
&'((

∑ 𝑢$%5
&'((

%5
=

𝑊%	𝑓(𝑑$%)
∑ 𝑊%6%6 𝑓(𝑑$%5)

(2) 

距離抵抗関数は𝑑$%とパラメータ𝛼(> 0)を用いて定
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式化され，𝑓1𝑑$%2 = 𝑑$%;<のような冪乗型が用いられ

ることが多いが，本稿では近距離の保育所利用特性

を考慮し，指数型の関数を採用する（式 3）． 

𝑓1𝑑$%2 = exp @−𝛼 × 1𝑑$%2
CD (3) 

保育所アクセシビリティに関するアンケート結

果（河端，2010）における希望通園時間の分布，お

よび，既往の保育所利用者の通勤行動モデル（瀬川・

貞広，1996）における保育送迎時の歩行速度

3.0[km/h]に基づくと，通園距離抵抗パラメータは

小自乗法により𝛼 = 2.35と導出される（図 1）．ただ

し本稿では，保育所選択行動モデルの特性を把握す

るため，𝛼を 0 から 5.0 まで 0.5 刻みで逐次変化さ

せ，それぞれの場合について MCI モデルのパラメー

タを推定する． 

ハフモデルによる商圏分析では，「魅力度」𝑊%の値

に各商業施設の延床面積を用いるのが一般的であ

るが，保育所の場合にどのような値を用いるべきか

は不明である．そこで，自治体が公開しているデー

タから算出される各保育所の入所希望人数と，モデ

ルにより推定される入所希望人数の誤差に基づき，

斉藤ら（2017）の手法を参考に収束計算を行うこと

で，選択確率𝑃$%
&'((

を逆推定する（図 2）． 

2.3. MCI モデルのパラメータ推定 

 前節で推定した選択確率𝑃$%
&'((

の値は，保育所の

施設属性や立地条件などの要因の影響を受けてい

るものと考えられる．そこで，𝑃$%
&'((

を MCI モデル

（Nakanishi and Cooper, 1974）の目的変数として用

い，重回帰分析により要因ごとのパラメータを推定

する． 

 MCI モデルでは，居住地𝑖から保育所𝑗を利用する

ことによって得られる効用𝑢$%HIJは，保育所の施設属

性や立地条件に関する説明変数𝑋$%L（3.3.節で後述）

にパラメータ𝛽Lを乗じた値の積で表される（式 4）． 

𝑢$%HIJ =N𝑋$%L
OP

L

= 𝑋$%Q
OR ⋅ 𝑋$%C

OT ⋅ 𝑋$%U
OV ⋅ ⋯ (4) 

MCI モデルにおいてもハフモデルと同様に，居住地

𝑖から保育所𝑗が選択される確率𝑃$%HIJは効用の割合と

して表される（式 5）． 

𝑃$%HIJ =
𝑢$%HIJ

∑ 𝑢$%5HIJ%5
=

Y∏ 𝑋$%L
OP

L [

∑ Y∏ 𝑋$%6L
OP

L [%6
(5) 

要因𝑘のパラメータ𝛽Lを推定する際に，対数線形変

換を利用して線形回帰モデルに帰着させる手法

（Nakanishi and Cooper, 1974）を用いる（図 3）．この

とき𝑃$%HIJには前節で推定された𝑃$%
&'((

を代入する

が，パラメータ𝛽Lを推定する上では，誤差項𝜀$%を含

む形で選択確率𝑃$%HIJを表す（式 6）． 

図 2 ハフモデルによる選択確率𝑃$%
&'((

の逆推定の流れ 

図 1 通園距離抵抗関数 
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𝑃$%HIJ =
𝑢$%HIJ𝜀$%

∑ 𝑢$%6
HIJ𝜀$%5%6

=
Y∏ 𝑋$%L

OP
L [ 𝜀$%

∑ Y∏ 𝑋$%6L
OP

L [%6 𝜀$%5
(6) 

 

３．保育所・保育需要人口データの作成 

3.1. 分析対象地域 

 神奈川県横浜市を分析対象とする．横浜市内の施

設種別ごとの施設数を表 1 に示す．保育所への入所

選考は 18 ある区ごとではなく市全体で実施される

ため，利用者は在住区に関わらず市内の任意の施設

に入所を希望できる．ただし，横浜市外の他自治体

との間での保育対象児童の流入・流出は考慮しな

い．各種人数データについては，2019 年 7 月 1 日時

点での 0〜5 歳の合計人数を用いる． 

3.2. 保育所人数データの取得と作成 

 横浜市（2019a）の統計データより，各保育所の入

所済人数と入所待ち人数の情報を取得する．ただ

し，分析対象の 1,342 施設のうち 265 施設では，入

所済人数と入所待ち人数の情報が欠損している．そ

こで，定員に対する入所済人数および入所待ち人数

の各合計人数の比率が，人数情報の得られている

1,077 施設の比率に従うと仮定し，合計人数を推定

する（図 4(a)）．次に，同じ 1,077 施設の傾向をもと

に，入所済人数𝑛%$`は定員（横浜市，2019b）に比例

する形で，入所待ち人数𝑛%ab$cは施設種別（横浜市，

図3 MCI モデルのパラメータ𝛽Lの推定の方法 

図 4 入所希望人数𝑛%dbcbの算出方法 

表 1 対象地域の保育所種別概要（横浜市，2019b） 
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2019b）に応じて，合計人数を各施設に按分する（図

4(b)）． 

 統計データから入手または推定した入所待ち人

数には，保育所利用申請上の都合で，同一の利用希

望者が複数施設に重複計上されている場合がある．

そこで，横浜市の待機児童数データ（横浜市，2019c）

の「保留児童数の合計」3,231 人と総和が一致すると

いう制約のもとで補正入所待ち人数𝑛%5
ab$c

を算出す

る．そして，入所済人数𝑛%$`と補正入所待ち人数𝑛%5
ab$c

の合計値を保育所𝑗の入所希望人数𝑛%dbcbとして使用

し，モデルで推定される入所希望人数𝑛%HIJ(𝛼)と比

較する（図 4(c)）． 

3.3. 保育所施設属性・立地条件データの取得 

 MCI モデル（2.3.節）で用いる保育所の施設属性

や立地条件に関する変数𝑋$%Lとして，定員（𝑘 = 1），

居住地からの通園距離（𝑘 = 2）， 寄駅に関する情

報（𝑘 = 3,4），周辺の他の保育所との競合状況に関

する指標（𝑘 = 5），および，施設種別（𝑘 = 6~13）

を考慮する（表 2）． 

3.4. 保育需要人口分布の推定 

 保育需要は，世帯構成が核家族であり，かつ共働

きである世帯に生じるものと仮定し，国勢調査（総

務省統計局，2017a，2017b および 2017c）のデータ

に基づき，図 5 に示す方法により小地域（町丁・字

等）単位の保育対象人口𝑀b
cbhijc

を算出する．つぎに，

𝑀b
cbhijc

に対して全ての小地域𝑎で一律の補正係数𝑘d

を乗じることで，小地域（町丁・字等）単位の保育

需要人口𝑀b
djlb`dを算出する．このとき，𝑀b

djlb`dの

総和は 3.2.節で推定した入所希望人数のデータ推定

値𝑛%dbcbの総和と一致する．次に，保育需要人口の空

間分布をより精緻に表現するため，鈴木ほか（2015）

の手法を参考に，土地利用細分メッシュデータ（国

土交通省，2016）において「建物用地」となってい

る 100m メッシュに保育需要人口を按分し，メッシ

ュ𝑖の保育需要人口𝑚$
djlb`dを得る． 

3.5. 保育所と保育需要人口の空間分布 

 図 6 には，保育所を施設種別ごとに分類し，前節

で算出した保育需要人口𝑚$
djlb`dの空間分布と重ね

図5 保育需要人口𝑚$
djlb`dの算出方法 

表 2 MCI モデルに組み込む要因の一覧 

! "#$% l
&

'$
()*)

2 3
"#$+ = '$

()*)
* A(

l
5

-A &
.#$2 3 "#$/ = exp .#$

/ -
skg &

e 796 04
,1

G
PC

p ro
e

skg l
)

& a 3$[
45$2 3

"#$6 = exp 45$
/

3$

*  
e

l

l
5

& 3$
75$2 3

"#$8 = 75$
l

(

& a (

'$
()*)

"#$9 = : '$;
()*)

$<∈>?

@$ & a (

[
& ]

l
5

)A & e
"#$A~"#$+6

= C
D(! = !′)
1(! ≠ !′)

& !′ = 6 !′ = 7
!′ = 8 !′ = 9 !′ = 10
I !′ = 11 I

!′ = 12 !′ = 13 M
D M

l
5

! = 2,3 PC R#$% = exp "#$%
/

0 l ]

I (R#$%)STU = exp "#$%
/ STU

= exp −W% "#$%
/

C G b W%G X m s

G D
G C PC & a (

! [
"#
$%&

! [

"#
'#()*'

+ [

,-
.*/#0.

! [
"#
.*/#0. )[*  m

"#
'#()*' = "#

$%&×3#45×3#67

3#45 ! (

8. =
∑ :;

.#'#
;

∑ "#
'#()*'

#
=
81,331
181,763

≒ 0.447

"#
.*/#0. = 8.×"#

'#()*'

! - + 7
F#-

8.
!

 

G"#
.*/#0.

#

=G:;
.#'#

;

= 81,331

G"#
'#()*'

#

= 181,763

5 b7

[
c

[

[
-

5

3#67 ! b7

(

)[*

G"HIJ
KLMNIOL

= "#
.*/#0.

G"HIJ
KLMNIOL

= ,-
.*/#0.

0 F#- 4 2

"#
.*/#0. "HIJ

KLMNIOL

1 F#- "HIJ
KLMNIOL

- +
,-
.*/#0.

G,-
.*/#0.

-

=G"#
.*/#0.

#
																										= 81,331

[
]

)[*

!+ ∈ !

!+ ∈ +



5 

   

て示す．横浜市内の保育需要人口は東京都に近い北

東部で相対的に多く，鉄道駅の近隣に多数の保育所

が集中していることがわかる． 

 図 7 には，保育所𝑗の定員に対する入所希望人数の

割合𝑅%，および，区𝑤の保育需要率𝐷aの空間分布を

示す．多くの施設では𝑅% = 1.0前後であるが，同じ地

域に立地する保育所群のうち特定の保育所のみ𝑅%の

値が 1.0 から大きく離れるケースも散見される．𝐷a
については，図 6 の保育需要人口分布とは対照的に，

横浜市の北東側に位置する区で低く，南西側に位置

する区で高くなる傾向がある．これは，保育所の施

設数（立地密度）の影響と考えられる． 

 

４.保育所選択行動モデルの推定結果 

4.1. 収束計算の結果 

 2.2.節で述べた収束計算における収束状況を把握

する指標として，通園距離抵抗パラメータ𝛼，およ

び，計算回数𝑡に対する平均人数誤差率𝐸s(𝛼, 𝑡)を式

(7)のように定義する（各変数の定義は図 2 と対応）．

ただし𝑁は分析対象保育所数 1,342 である． 

𝐸s(𝛼, 𝑡) =
𝑄(𝛼, 𝑡)
𝑁

=
1
𝑁
×vw

𝑛%
&'(((𝛼, 𝑡) − 𝑛%dbcb

𝑛%
xbyb w

z

%{Q

(7) 

𝐸s(𝛼, 𝑡)は計算回数𝑡に対して単調に減少する（図

8(a)）．収束までに要する計算回数𝑡((𝛼)は𝛼によって

異なるものの，概ね 20 回前後である（図 8(b)）．ま

た ， 収 束 時 点 で は い ず れ の 𝛼 に お い て も

𝐸s(𝛼, 𝑡((𝛼)) = 0.1程度，すなわち，推定人数の誤差は

平均で定員比±10%程度である（図 8(c)）． 

 𝛼 = 2.35の場合を例に入所希望人数𝑛%dbcbと
𝑛%
&'(((𝛼)の関係を見ると（図 9），収束計算によって

施設単位での推定人数の誤差も減少していること

が確認できる． 

4.2. MCI モデルのパラメータ推定結果 

図 6 対象保育施設および保育需要人口の空間分布 

図 8 𝐸s(𝛼, 𝑡)の収束状況 

図 9 𝑛%dbcbと𝑛%
&'(((𝛼, 𝑡)の関係(𝛼 = 2.35で収束計算前後を比較) 

図 7 入所希望人数と保育需要率の空間分布 
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!" =
$"%&' − $")*+*

$")*+*

5 -
62.7 3
, = 2.35

0 - 1!"̅

 図 1 で示した𝛼 = 2.35の場合を例に，推定したモ

デルを検証する．推定パラメータ𝛽Lに基づいて選択

確率𝑃}$%HIJを求め，これを用いて，保育所選択行動モ

デルに基づく入所希望人数𝑛~%HIJを推定する．𝛼 =

2.35の場合について𝑛%dbcbと𝑛~%HIJの関係をみると（図

図10 MCI モデルのパラメータ𝛽L推定結果 

 

図 14 推定人数誤差率𝜀%(𝛼 = 2.35)の空間分布 

 

2.3.節で述べた方法に基づき，MCI モデルのパラ

メータ𝛽Lを推定した結果を図 10 に示す．パラメー

タ𝛽Q，𝛽U，𝛽�については，ハフモデルでの通園距離

抵抗𝛼の絶対値が大きくなるほど絶対値が大きくな

る．すなわち，居住地𝑖から保育所𝑗を選択する確率

𝑃$%HIJ(𝛼)に及ぼす要因変数𝑋$%Lの影響が大きくなる．

図 10(f)からは，私立認可保育所を基準（0）とした

ときの施設種別ごとの相対的な選択されやすさが

わかる．例えば，選択確率の観点からは，公立認可

保育所は私立認可保育所と同等であるといえる．事

業所内保育施設は他の施設種別とは異なり，通園距

離抵抗が大きくなるほど選択されにくくなる傾向

が強い．その他認可外施設は相対的に選択されやす

いが，これは，施設の特色が強く他の保育所では代

替できない需要を含んでいる可能性を示唆してい

る．また，認定こども園については，幼保連携型の

施設と比べて幼稚園型の施設は選択されづらい傾

向がある．これは，幼稚園型の施設が比較的保育需

要の少ない 3〜5 歳児を主な対象としているためと

推察される． 

4.3. 保育所選択行動モデルの検証 

図 11 𝑛%dbcbと𝑛~%HIJの相関 

図 13 施設種別ごとの𝜀%(𝛼 = 2.35)の頻度分布 

 

𝛼 = 2.35 で プ

ロット例示 

図 12 𝑛%dbcbと𝑛~%HIJの相関 

 
（𝛼 = 2.35の場合） 
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  ことなどが考えられる． 
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希望人数𝑛%dbcbが少ない施設の多い家庭的保育（図

13(e)）や認定こども園（図 13(h)）では𝜀%(𝛼 = 2.35)

の絶対値が大きくなる傾向が強い． 
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なる傾向がある．これらの施設では近隣 500m 以内

の保育所数𝑁%���l（図 4(c)）の影響で，入所待ち人数

の補正値𝑛%5
ab$c

，および，入所希望人数𝑛%dbcbが過小

に見積もられた可能性が考えられる．保育需要率𝐷a
（図 7）が比較的低い都筑区や西区ではこうした傾

向は見られないものの，特定の保育所で𝜀%が大きく

なる点は他の区と同様である． 

 

５．まとめ 

 自治体が公開している保育所入所状況データを

もとに，ハフモデルによって各居住地から各保育所

への選択確率を逆推定し，これを MCI モデルの目的

変数としてパラメータを推定し，保育所選択行動モ

デルを構築した．また，保育所の施設属性や立地条

件が利用者の施設選択にどのような影響を与えて

いるのかを考察した． 

 今後の課題としては，まず，現実の保育所選択行

動に関する情報との照合を試み，保育所選択行動モ

デルの妥当性を検証することが挙げられる．また，

横浜市以外の自治体でもパラメータ推定を試みる

こと，および，人口や保育需要のトレンドの変化に

応じた，保育所入所希望状況の将来予測に応用する
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